
京 都 大 学 公 印 規 程 及 び 京 都 大 学 事 務 委 任 等 規 程 新 旧 対 照 表 
改    正    前 改    正    後 

京都大学公印規程 

（平成１７年６月９日総長裁定） 

 

（前 略） 

（公印の作成等） 

第３条 公印の作成、改刻又は廃止は、次条から

第６条までの規定により、次に掲げる公印の区

分に応じ、当該各号に掲げる者（以下「公印制

定者」という。）が行うものとする。 

(1) 国立大学法人京都大学及び京都大学の印、

総長、学長、理事及び監事の印 総務部総務

課長 

(2) 副学長の印 教育推進・学生支援部学生課

長 

(3) 事務本部の所掌に係る公印 当該部長が

指定する課長若しくは室長、総長オフィス

長、プロボストオフィス長、CFOオフィス長、

監事支援室長又は不正防止実施本部事務室

長 

 

(4)  

２  

 （中 略） 

 

 

 

 

 

 

 

別表 

種類 寸法 
（略） 

組織規程第３章第７節及び第８節に定める

施設等の長の印 
 
 
 
 
 
 
 
 

２３ 

 
 

 

事務本部の部の印 ２８ 

 

 

 

 

（公印の作成等） 

第３条  

 

 

 

(1) 国立大学法人京都大学及び京都大学の印、

総長、学長、理事及び監事の印 総長オフィ

ス長 

(2) 副学長の印 学務部学生課長 

 

(3) 事務本部の所掌に係る公印 当該部長若

しくはオフィス長が指定する課長、室長若し

くは副オフィス長、広報室長、インスティテ

ューショナル・リサーチ室長、国際交流室長、

監事支援室長、不正防止実施本部事務室長又

は事務改革推進室長 

(4)  

２  

 

   附 則（令和７年３月総長裁定） 

１ この規程は、令和７年４月１日から施行す

る。 

２ この規程の施行の日前に、改正前の京都大学

公印規程に基づき現に使用されている公印は、

当分の間、使用することができる。 

別表 

種類 寸法 
          
 
 

 

組織規程第３章第８節の３に定める組織の

印 
２８ 

組織規程第３章第８節の３に定める組織の

長の印 
２３ 

組織規程第３章第８節の３に定める組織の

うち当該組織の長が定める組織の印 
２５ 

組織規程第３章第８節の３に定める組織の

うち当該組織の長が定める組織の長の印 
２０ 

 
 

 

事務本部の部及びオフィスの印 ２８ 

（同 左） 

（同 左） 

（同 左） 

（略） 

（略） （同 左） 



 

改    正    前 改    正    後 

事務本部の部長並びに共通事務部及び部局

事務部の事務部長の印 
２３ 

  

事務本部の室長、課長の印 
共通事務部の課長、センター長の印 
部局事務部の事務長、課長、室長の印 

２０ 

 備考 （略） 

（後 略） 
 

 
京都大学事務委任等規程 

（昭和４５年１０月３１日総長裁定） 

 
（前 略） 

第３条 総長は、各部局並びに事務本部の各部、

総長オフィス、プロボストオフィス、CFOオフィ

ス、監事支援室及び不正防止実施本部事務室

（以下「事務本部の各組織」という。）の長に、

旅行命令又は旅行依頼に関する権限のうち、そ

れぞれ当該部局又は事務本部の各組織の教職

員等に対し旅行命令を発し、及び当該部局又は

事務本部の各組織の教職員等以外の者に対し

当該部局又は事務本部の各組織の用務に係る

旅行依頼を発する権限を委任する。 

 

 

第４条 総長は、人事事務のうち、部局又は学系

若しくは全学教員部における次の各号に掲げ

る権限については、教員にあっては当該教員が

所属する学系又は全学教員部（以下「学系等」

という。）の長（全学教員部にあっては当該教員

が所属する全学機能組織（国立大学法人京都大

学教員選考規程（平成２７年達示第７６号）第

２条第３項に定めるものをいう。）又は教育研

究組織（国立大学法人京都大学教員選考規程第

２条第２項に定めるものをいう。）を担当する

理事。以下同じ。）に、教職員等（教員を除く。）

にあっては当該部局の長に委任する。この場合

において、学系等の長は、必要と認めるときは、

委任された事項について、当該学系等及び部局

の定めるところにより、当該部局の長に再委任

することができる。 

(1)  （略） 

(2) 教職員（次の表の左欄に掲げる者を除く。）

の兼業（次の表の右欄に掲げる場合を除く。）

の許可、不許可を決定する権限 

事務本部の部長及びオフィス長並びに共通

事務部及び部局事務部の事務部長の印 
２３ 

  

事務本部の室長、課長の印 
共通事務部の課長の印 
部局事務部の事務長、課長、室長の印 

２０ 

 備考 （同 左） 

 

 

 

 

 

 

 

第３条 総長は、各部局並びに事務本部の各部、

総長オフィス、プロボストオフィス、CFOオフィ

ス、広報室、インスティテューショナル・リ

サーチ室、国際交流室、監事支援室、不正防

止実施本部事務室及び事務改革推進室（以下

「事務本部の各組織」という。）の長に、旅

行命令又は旅行依頼に関する権限のうち、そ

れぞれ当該部局又は事務本部の各組織の教職

員等に対し旅行命令を発し、及び当該部局又

は事務本部の各組織の教職員等以外の者に対

し当該部局又は事務本部の各組織の用務に係

る旅行依頼を発する権限を委任する。 

第４条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 

(2)  

 

 

（同 左） 

（同 左） 

（略） 



 

改    正    前 改    正    後 

１ 部局及び学系の長 

２ 一般職俸給表（一）

の適用を受ける者の

うち、京都大学事務組

織規程（平成１６年達

示第６０号）別表１及

び別表２に定める事

務組織（以下この表に

おいて「事務組織」と

いう。）に勤務する者 

 

 

 

 

 

 

３ 特定有期雇用教職

員就業規則第２条第

１項第６号に定める

特定職員（同規則第２

２条第４項に定める

短時間勤務特定職員

を除く。）のうち、事

務組織に勤務する者 

４ 短時間勤務特定職

員 

５ 支援職員就業規則

第２条に定める支援

職員 

６ 国立大学法人京都

大学教職員の再雇用

に関する規程（平成１

６年達示第７８号）第

３条の２第１号に定

める再雇用職員のう

ち、事務組織に勤務す

る者 

 

１ 商業、工業又は

金融業その他営利

を目的とする会社

その他の団体の役

員、顧問又は評議

員の職を兼ねる場

合 

２ 自ら営利企業を

営む場合（名義人

が他人であつても

本人が営利企業を

営むものと客観的

に判断される場合

を含む。） 

２～４ （略） 

 （後 略） 

１  （同 左） 

２ 一般職俸給表（一）

の適用を受ける者の

うち、組織規程第４６

条の３第１項に定め

る事業推進組織（以下

この表において「事業

推進組織」という。）

並びに京都大学事務

組織規程（平成１６年

達示第６０号）別表１

及び別表２に定める

事務組織（以下この表

において「事務組織」

という。）に勤務する

者 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

４ 

 

５ 

 

 

６ 国立大学法人京都

大学教職員の再雇用

に関する規程（平成１

６年達示第７８号）第

３条の２第１号に定

める再雇用職員のう

ち、事業推進組織及び

事務組織に勤務する

者 

１ 

 

 

 

 

 

 

２ 

２～４ （同 左） 

 

附 則（令和７年３月総長裁定）抄 

１ この規程は、令和７年４月１日から施行す

る。 

 

（同 左） 

（同 左） 


